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概要 

本研究では、「職場における成果主義賃金制度の浸透度に対する労働者の主観的評価」が

労働者の効用水準にどのような影響を与えるかについて、Web アンケート調査結果を用い

て、労働経済学的観点からの実証的分析を行った。その結果、「職場における成果主義賃金

制度の浸透度に対する各労働者の主観的評価」は労働者の効用に正の影響を与えることが

確認された。また、職業別に分析した場合、成果主義賃金制度が労働者の効用水準に全く

影響を及ぼさない職業が存在することが確認された。この結果は先行研究の主張と一致し

ている。一方で、年齢別の分析結果から、企業が成果主義賃金体系を進めるうえで、世代

の違いと効用の違いは相互に関係しないと結論づけることができる。この結果は、先行研

究の結論と相違する。 
 

キーワード： 労働者効用関数、成果主義賃金制度、ミクロデータ分析 
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Abstract 

 This paper statistically examined the effect of the subjective degree of merit based 
wage system to the each labors’ utility functions by using micro data from RISS web 
survey data base. The effect is positive over all generations. This is totally new finding 
of Japanese labor market in 21st Century.  
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１．はじめに 
 本稿執筆時の 2010 年現在、「日本労働市場においては、年功序列賃金制度が崩壊しつつ

あり、これに代わって成果主義賃金制度が導入されつつある」という社会通念が蔓延して

いる。しかし、この社会通念は学問的な裏付けに乏しい。日本を代表する労働経済学者た

ちが成果主義賃金制度について、白熱した議論を重ねているが、明確な結論は出ていない。

さらに、日本の企業内部においても、成果主義賃金制度がひとりひとりの労働者の行動に

与える影響についての基本的共通認識が形成されていない。これに加えて、最先端の経営

学においては、職場における高度情報通信技術の導入とこれにともなう企業組織の変更が

成果主義賃金制度普及の基礎条件となっているという議論が台頭してきている。しかし、

膨大な個票データ（ミクロデータ）を用いて行われる組織分析が従来の労働経済学の議論

とどのように結びつくのかはまったく明らかにされていない。 
本研究の目的は、あらゆる業種で進行している高度情報通信技術の導入にともない、日本

における賃金体系と労働時間が今後どのように変化するかについて、労働経済学的観点から

実証的分析を行うことである。具体的には、年功序列賃金制度が形骸化しているという主観

的認識が、職場における労働者の効用水準にどのような影響を与えているかを、Web アンケ

ート調査結果（ミクロデータ）を用いて統計的に検討を行う。 

本研究の構成は次の通りである。第 2 節において簡単にではあるが、先行研究を紹介し、

本研究の意義を明らかにする。第 3 節では、本研究で用いる Web アンケート調査の概要お

よびデータの説明を行う。第 4 節ではモデルを提示し、第 5 節において分析結果を示す。

最後に、第 6 節において本研究のまとめと今後の展望を行う。 

 
２．先行研究 

本研究の問題意識に関連する先行研究としては、玄田・神林・篠崎（2001）、大竹・唐渡

（2003)などがある。 
玄田・神林・篠崎（2001）では、成果主義と労働意欲の関連が検討されており、成果主

義を導入しただけでは労働意欲は向上しないと統計学的に結論づけている。具体的にいえ

ば、労働意欲の向上のためには、能力開発の機会確保が重要であることを指摘している1。

この結論は、性別、年齢、（一部の）学歴、職種によって違いがないと主張している2。なお、

検証データとしては、財団法人社会経済生産性本部が 1998 年 9 月に東証一部上場企業 27
社の従業員を対象に実施した「職場生活と仕事に関するアンケート調査」のミクロデータ

を用いる。そして、分析手法としては、プロビットモデルを用いている。 
玄田・神林・篠崎（2001）の研究結果を基に、大竹・唐渡（2003)はさらに幅広いデータ

を用いて労働需要関数の基礎となる企業と労働供給関数の基礎となる労働者の双方の分析

を行っている。検証データとしては、財団法人中部産業・労働政策研究会が2000 年7 月に

行った「職場に関するアンケート」の個票データをプロビットモデルによって分析してい

                                                  
1 玄田・神林・篠崎（2001）では、能力開発の機会確保を「裁量範囲の増加」、「仕事の

分担の明確化」、「成果の重視」、「能力開発機会の増加」と定義している。 
2 しかしながら、例外としては高卒若年層、短大卒、一般事務職には能力開発の機会確保が

労働意欲の向上に結び付いていないことが確認されている。 
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るである3。 

大竹・唐渡（2003)の結論は、玄田（2001）と同様に、成果主義的賃金制度の導入は、平

均的に労働意欲に影響を与えていないというものである。しかし、ホワイトカラーにおい

ては働き方を成果主義に見合った形へ変更した場合には労働意欲の向上がみられることを

確認している。つまり、給与水準が高いと考えている労働者は上司から情報をもらうこと

で労働意欲が向上しており、一方で、給料水準が低い労働者は労働組合から情報をもらう

ことで労働意欲を向上させていると主張している。さらに、ブルーカラーに関しては労働

意欲が上昇する階層と、逆に低下する階層の二極分布を促進することを確認している。す

なわち、労働意欲が上昇するブルーカラーは賃金の相対的水準が「上位」のものとなって

いる。 
 
３．データセット 

本研究を行うに際しては、他の先行研究と同様に、労働者の職場環境等に関する個票デ

ータが必要となる。そこで、本研究では、Web アンケート調査「職場における ICT 活用に

関するミクロデータ」（以下、本調査とよぶ）によって収集された個票データを用いる4。同

様の調査を郵送アンケート調査によって実施されることが望まれるが、近年の郵送アンケ

ート調査の回収率の劇的な低下を鑑みると、分析に耐えることができるサンプルサイズを

確保することは困難であり、また代表性のない（偏った）データが集められることが予想

される（労働政策研究・研修機構 (2005)）。それをある程度回避することができる 1 つの方

法が Web アンケート調査である。しかしながら、Web アンケート調査は、統計学的に見る

と、母集団が調査会社の確保しているユーザ・パネルの集団と異なることやランダムサン

プリングによって収集されていないことがあり、収集されたデータの「代表性」が全く保

証されないといった大きな問題がある。本研究は、この問題点を理解した上で、この調査

のミクロデータを利用する5。 
この調査は 2008 年 2 月に実施され、労働者の属性や職場環境をはじめとする 54 項目に

ついて質問を行っている。なお、調査対象者としては、平成 17 年度の国勢調査結果に基づ

き、関東圏（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）および近畿

圏（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）の 20 歳から 64 歳の男女で 10,000
人の割付を行った。なお、最終的なサンプルサイズは 9,549 である。 
本研究では、この中で、成果主義賃金制度関連質問項目、労働者効用水準関連質問項目、

情報通信技術関連項目、および、所得に関する項目のデータを用いる。また、第 4 節で提

                                                  
3 このアンケートは「従業員対象」と「企業対象」の 2 種類が同時に行われた。このアン

ケート対象は東海地方の製造業が中心であり、労働者 1823 人、企業 83 社からの回答を得

ている。 
4 関西大学ソシオネットワーク戦略機構（RISS）では、「職場における ICT 活用に関する

ミクロデータ」をはじめとするアンケート調査によって収集された個票データを、一定の

手続きを経ることで、学術目的として利用することができる。詳細については、RISS のウ

ェブサイト（http://www.kansai-u.ac.jp/riss/shareduse/database.html）を参照されたい。 
5 星野 (2010)では、Web アンケート調査の偏りの補正を行う新たな試みを行っている。こ

のような試みに今後期待したい。 
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示するモデルで必要とされる業種別の余暇時間は、労働時間に関する政府統計データ（平

成 20 年 2 月の厚生労働省『毎月勤労統計調査結果速報』）を用いて計算している。 

 
４．モデル 
本研究では、労働供給行動を導くツールである効用関数の設計を行う。本来であれば、

効用関数を Cobb-Douglas 型や CES 型等を用いて特定化すべきであるが、本研究で用いる

データがアンケート調査データであることを考慮して、式(1)のような線形式を想定する。 
 
Ui=A+aDi+bSi+cIi+dLi       (1) 
 
ここで、Ui は労働者 i の職場への満足度（効用水準）を表現したものである6。また、Ii、

Liはそれぞれ労働者の所得と余暇時間を表している7。そして、Diと Siは労働者の職場にお

ける能力開発制度と成果主義賃金制度浸透度を採用しているか否かを表すダミー変数であ

る8。なお、質問に対する回答が労働者の主観的な評価にもとづいており、実際に労働現場

において、成果主義賃金制度や能力開発制度が導入されているかは不明であることに注意

する必要がある。 
第 5 節にて、式(1)の各係数パラメータの推計を行っていく。 

  
５．分析結果 

本研究では、式(2)のパラメータ推計を重回帰分析によって行う。最初に、全世代と全職

種にまたがる検討を行い、次に、世代間、職種によって分類して更なる検討を行う。なお、

余暇時間を計算した際に、厚生労働省『毎月勤労統計調査結果速報』に掲載されていなか

った農林水産と公務員の業種を分析対象から除外した。 また、労働経済学において重要な

                                                  
6 労働者の職場への満足度（効用水準）に関しては、本調査で「あなたの現在の会社や仕事

全般に関する満足度はいかがですか。」と質問し、「満足していない」、「あまり満足してい

ない」、「まあ満足している」、「満足している」 の 4 段階で回答を求めており、そのデータ

を用いる。 
7 所得に関しては、本調査で 200 万円未満、200 万円台、300 万円台、400 万円台、500 万

円台、600 万円台、700 万円台、800 万円台、900 万円台、1000 万円以上の 10 段階で回答

を求めており、そのデータを用いている。また、余暇時間（単位は時間）に関しては、厚

生労働省『毎月勤労統計調査結果』のデータを用いて計算している。ここで、余暇時間に

関しては、『毎月勤労統計調査結果』から業種別データを用いているため、業種ダミーを用

いるべきであるかもしれないが、その点については今後の課題としたい。 
8 Di は本調査における「あなたの職場について以下の項目で該当するものをすべてお選び

ください」という質問で、「幅広い能力育成のための部署替えが行われている」もしくは「同

僚や他部門を支援するなど環境に合わせて職務範囲を弾力的に変化させている」のいずれ

かの項目を選択した場合は 1 を付与し、そうでなければ 0 を付与するダミー変数であり、

これは企業が率先して労働者に能力開発のための支援を行っているかを表す指標であると

本研究では考えている。また、Si は本調査における「あなたの業務上の実績（成果）は給

与に直結する仕組みになっていると思われますか」という質問に「全く反映される仕組み

になっていない」、「あまり反映される仕組みになっていない」、「ある程度は反映される仕

組みになっている」、「明確に反映される仕組みになっている 」の 4 段階の回答を求めてい

るものから、前者 2 つと後者 2 つをまとめ、ダミー変数としている。なお、直結する仕組

みになっていないものについては 0、そうでないものについては 1 を付与している。 
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要因とされる賃金と余暇に関する変数が有意でない推計式は紙面の制約により、記載しな

いことにする。 
 

5.1 全データを用いた推計結果 
（農林水産と公務員の業種を分析から外した）全てのデータを用いた推計式は式のよう

になった。 
 

Ui =0.181+ 0.078Di+0.367Si +0.028Ii+0.090Li    (2) 
          (4.178) (19.921)  (7.870)  (4.725) 
  Adj. R2=0.090  N=6,290 
 
ここで、式(2)の( )内の数値は t 値であり、Adj R2は自由度修正済み決定係数、N は個票デ

ータの数をそれぞれ表している。 
 式(2)の推計された各係数パラメータは統計的に 1％水準で有意となっている。また、式(3)
における所得と余暇の係数パラメータは正の値をとっており、理論的に整合的である。さ

らに、式(3)における Siと Diの係数パラメータはともに正の値となっている。これは、前者

においては「業務上の成果が給与に直結する仕組みになっていると労働者が認識していれ

ば、労働者の効用は向上する」と解釈することができ、後者においては「企業が労働者に

能力開発のための支援を行っていると労働者が認識するほど、労働者の効用は向上する」

と解釈することが可能である。 
 
5.2 職業別の推計結果 
式(1)の係数パラメータを職業別に推計していく。職業分類に関しては、総務省『日本標

準職業分類』に基づき、表 1 の通り、8 種類に分ける9。 
 

表 1: 職業分類 
分類 内容 変数名 
専門的・技術的職業従事者 科学研究者や医師という専門的知識を必要と

する労働者 
G 

管理的職業従事者 公務員や会社役員など K 
事務従事者 会計事務従事者など J 
販売従事者 小売店店主や不動産販売員など B 
サービス職業従事者 家政婦や美容師、調理人など S 
保安職業従事者 自衛官や警察など H 
運輸・通信従事者 鉄道や船、航空機の乗組員など T 
生産工程・労務作業者 金属材料や化学材料などを製造する労働者 R 

                                                  
9 本調査では農林漁業作業者が含まれているが、上述したように、農林漁業作業者の労働時

間が厚生労働省『毎月勤労統計調査結果速報』に記載されていないため、分析から外して

いる。 
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5.2.1 専門的・技術的職業従事者: G 

専門的・技術的職業従事者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、

Diの係数パラメータは統計的に有意にならなかった。そのため、式(1)から Diを除外して再

推計したものが式(4)である。 
 

UiG=-0.568+ 0.422 SiG +0.032 IiG +0.161 LiG     (3) 
(12.929)   (4.860)   (4.419) 

  Adj. R2=0.098  N=1,942 
 
なお、添字の G は専門的・技術的職業従事者であることを表している。 

式(3) の推計された各係数パラメータは統計的に 1%水準で有意となっている。また、式

(3)における SiG の係数パラメータは正の値となっている。これより、専門的・技術的職業

従事者に関しては、業務上の成果が給与に直結する仕組みになっていると労働者が認識し

ていれば、労働者の効用は向上すると解釈することができる。 
 
5.2.2 管理的職業従事者: K 
管理的職業従事者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、LiK の係

数パラメータが統計的に有意とならなかった。 
 
5.2.3 事務従事者: J 
事務従事者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、IiJ と LiJ の係数

パラメータが統計的に有意とならなかった。 
 
5.2.4 販売従事者 B 

販売従事者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、Diの係数パラメ

ータは統計的に有意にならなかった。そのため、式(1)から Diを除外して再推計したものが

式(4)である。 
 

UiB=-0.596+0.218 SiB +0.063 IiB +0.148 LiB     (4) 
(3.201)    (4.126)     (1.713) 

  Adj. R2=0.067  N=490 
 
 式(4) の推計された各係数パラメータは統計的に 10%水準で有意となっている。また、式

(4)における SiBの係数パラメータは正の値となっている。これより、販売従事者に関しては、

業務上の成果が給与に直結する仕組みになっていると労働者が認識していれば、労働者の

効用は向上すると解釈することができる。 
 
5.2.5 サービス職業従事者: S 
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サービス職業従事者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、Diの係

数パラメータは統計的に有意にならなかった。そのため、式(1)から Diを除外して再推計し

たものが式(5)である。 
 

UiS=-0.022+0.327 SiS +0.027 IiS +0.110 LiS     (5) 
(6.987)    (2.664)  (2.467) 

  Adj. R2=0.063  N=958 
 
式(5) の推計された各係数パラメータは統計的に 5%水準で有意となっている。また、式

(5)における SiSの係数パラメータは正の値となっている。これより、サービス職業従事者に

関しては、業務上の成果が給与に直結する仕組みになっていると労働者が認識していれば、

労働者の効用は向上すると解釈することができる。 
 
5.2.6 保安職業従事者: H 
保安職業従事者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、全ての係数

パラメータが統計的に有意とならなかった。 
 
5.2.7 運輸・通信従事者: T 
運輸・通信従事者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、LiT の係

数パラメータが統計的に有意とならなかった。 
 
5.2.8 生産工程・労務作業者: R 
生産工程・労務作業者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、LiT

の係数パラメータが統計的に有意とならなかった。 
 
以上のことから、職業別に式(1)の係数パラメータを結果として、統計学的に有意となっ

たものは、「専門的・技術的職業従事者」、「販売従事者」、「サービス職業従事者」である。

しかしながら、それ以外の職業に関しては統計学的に有意とならなかった。このことから、

職業の違いが効用に大きく関係していると結論づけることができる。一方で、能力開発の

ダミー変数 Diの係数パラメータを見てみると、いずれのケースでも統計的に有意な結果を

得ることはできなかった。 
 
5.3 世代別の推計結果 
式(1)の係数パラメータを世代別に推計していく。世代としては、20 代、30 代、40 代、

50 代と 60 代の 5 区分である。 
 
5.3.1 20 代 
式(6)は、20 代の労働者のデータを用いて式(2)の係数パラメータを推計したものである。 
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Ui20=0.228+ 0.139Di20+0.377 Si20 +0.044 Ii20+0.071 Li20   (6) 
            (3.664)   (9.894)   (3.562)    (1.805) 
  Adj. R2=0.091  N=1,623 
 

式(6) の推計された各係数パラメータは統計的に 10%水準で有意となっている。また、式

(6)における Si20の係数パラメータは正の値となっている。このことから、20 代の労働者に

関しては、業務上の成果が給与に直結する仕組みになっていると認識していれば、労働者

の効用は向上すると解釈することができる。さらに、式(6)における Di20 の係数パラメータ

も正の値となっている。このことから、20 代の労働者に関しては、企業が労働者に能力開

発のための支援を行っていると労働者が認識すれば、労働者の効用は向上することにつな

がると解釈することができる。 
 
5.3.2 30 代 

30 代の労働者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、Ii30の係数パ

ラメータが統計的に有意とならなかった。 
 
5.3.3 40 代 
式(7)は、40 代の労働者のデータを用いて式(2)の係数パラメータを推計したものである。 
 

Ui40=0.346+ 0.104Di40+0.390 Si40 +0.017 Ii40+0.076 Li40   (7) 
            (2.504)   (9.798)   (2.230)    (1.905) 
  Adj. R2=0.099  N=1,226 
 

式(7) の推計された各係数パラメータは統計的に 10%水準で有意となっている。また、式

(7)における Si40の係数パラメータは正の値となっている。このことから、40 代の労働者に

関しては、業務上の成果が給与に直結する仕組みになっていると認識していれば、労働者

の効用は向上すると解釈することができる。さらに、式(7)における Di40 の係数パラメータ

も正の値となっている。このことから、40 代の労働者に関しては、企業が労働者に能力開

発のための支援を行っていると労働者が認識すれば、労働者の効用は向上することにつな

がると解釈することができる。 
 
5.3.4 50 代 

50 代の労働者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、Di の係数パ

ラメータは統計的に有意にならなかった。そのため、式(2)から Diを除外して再推計したも

のが式(8)である。 
 

Ui50=0.281+0.243 Si50 +0.020 Ii50+0.095 Li50     (8) 
          (6.340)     (3.224)   (2.346) 
  Adj. R2=0.042  N=1,360 
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式(8) の推計された各係数パラメータは統計的に 5%水準で有意となっている。また、式

(8)における Si50の係数パラメータは正の値となっている。このことから、50 代の労働者に

関しては、業務上の成果が給与に直結する仕組みになっていると認識していれば、労働者

の効用は向上すると解釈することができる。 
 
5.3.5 60 代 

60 代の労働者のデータを用いて式(1)の係数パラメータを推計したところ、Di の係数パ

ラメータは統計的に有意にならなかった。そのため、式(2)から Diを除外して再推計したも

のが式(9)である。 
 

Ui60=-0.064+0.356 Si60 +0.054 Ii60+0.123 Li60    (9) 
          (5.442)     (4.988)     (1.783) 
  Adj. R2=0. 133  N=426 
 
式(9) の推計された各係数パラメータは統計的に 5%水準で有意となっている。また、式

(9)における si60の係数パラメータは正の値となっている。このことから、60 代の労働者に

関しては、業務上の成果が給与に直結する仕組みになっていると認識していれば、労働者

の効用は向上すると解釈することができる。 
 
以上のことから、世代別に式(1)の係数パラメータを結果として、統計学的に有意となっ

たものは、「20 代」、「40 代」、「50 代」、「60 代」であり、いずれのケースでも Siの係数パ

ラメータは正の値となった。このことから、企業が成果主義賃金体系を進めるうえで、世

代の違いと効用の違いは相互に関係しないと結論づけることができる。また、能力開発の

ダミー変数 Di の係数パラメータは、20 代と 40 代のケースにおいて有意に効いているが、

一方で、50 代と 60 代のケースでは有意なものとなっていない。このことから、能力開発の

支援は比較的若い世代には有効に働くが、年齢が上の世代には効果が全くない（もしくは

ほとんど効果がない）と解釈することができる。 
 
７．結論と残された課題 
本研究では、「職場における成果主義賃金制度の浸透度に対する労働者の主観的評価」が

労働者の効用水準にどのような影響を与えるかについて、Web アンケート調査結果を用い

て、労働経済学的観点からの実証的分析を行った。その結果、「職場における成果主義賃金

制度の浸透度に対する各労働者の主観的評価」は労働者の効用に正の影響を与えることが

確認された。また、職業別に分析した場合、成果主義賃金制度が労働者の効用水準に全く

影響を及ぼさない職業が存在することが確認された。この結果は先行研究の主張と一致し

ている。これは、職場満足度を高めるために、職種等に関係なく成果主義賃金体系を導入

することは効果がある場合とそうでない場合があることを意味しており、企業は、成果主

義賃金体系を導入する際、企業の特色を考慮する必要があるといえる。 
さらに、年齢別の分析結果から、企業が成果主義賃金体系を進めるうえで、世代の違い
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と効用の違いは相互に関係しないと結論づけることができる。この結果は、第 2 節で紹介

した先行研究の結論と相違する。 
われわれは、相違の理由として、現在、長期の経済的停滞に直面している日本の労働者

にとって、将来自分の企業は存在しないのではないか、あるいは、急速に職場で導入が進

んでいる高度情報通信技術が将来の自分を苦しめるのではないかという不安があることに

より、技術革新的イメージのある成果主義賃金制度を好ましく感じていると暫定的な仮説

予想を立てている。 
試しに、本データの「職場における情報化技術の導入がうまくいっていると感じている

かどうか」についての質問項目と成果主義賃金制度浸透度との間で順位相関係数を試算し

てみた。しかし、ほとんどの係数値は１パーセント水準で有意ではあるが、社会調査上関

係があるとみなされる 0.5 を越えるグループはひとつも発見されなかった。したがって、こ

の暫定的仮説予想については、再度の詳細なアンケート調査の実施と統計的検討が必要で

ある。 
 
追記 
本研究は、文部科学省科学研究費補助金交付課題「情報のユビキタス化による組織構造

の実証研究」（課題番号：19330056、課題種目：基盤研究（B）、研究代表者：鵜飼康東）、

文部科学省委託業務「人文学及び社会科学における共同研究拠点の整備の推進事業」、およ

び、文部科学省私立大学学術研究高度化推進事業（学術フロンティア推進事業）による助

成を受けて行った研究成果である。 
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